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貸 借 対 照 表 
 

（2024年９月30日現在） 
（単位：千円） 

 

科    目 金  額  科    目 金  額 

（ 資  産  の  部 ）   （ 負  債  の  部 ）  

流 動 資 産 643,884  流 動 負 債 1,531,553 

現 金 及 び 預 金 148,173  買 掛 金 33,784 

売 掛 金 268,834  短期借入金 946,564 

仕 掛 品 1,749  リ ー ス 債 務 25,063 

前 払 費 用 187,596  未 払 金 41,153 

そ の 他 39,655  未 払 法 人 税 事 業 税 等 9,737 

貸 倒 引 当 金 △2,125  未 払 消 費 税 等 27,331 

固 定 資 産 1,582,302  賞 与 引 当 金 32,113 

有 形 固 定 資 産 93,039  一年内償還予定の社債 20,000 

建 物 48,793  
一年内返済予定の長期借入

金 
297,892 

工 具 器 具 備 品 8,994  そ の 他 97,913 

リ ー ス 資 産 35,252    

無 形 固 定 資 産 1,300,912  固 定 負 債 376,170 

 の れ ん 89,641  長 期 ﾘ ｰ ｽ 債 務 14,738 

 顧 客 関 連 資 産 58,226  資 産 除 去 債 務 26,397 

ソ フ ト ウ エ ア 653,415  社 債 50,000 

ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定 499,629  長 期 借 入 金 285,035 

   負 債 合 計 1,907,724 

 投 資 そ の 他 の 資 産 188,350  （ 純 資 産 の 部 ）  

投 資 有 価 証 券 33,385  株 主 資 本 318,462 

差 入 保 証 金 35,413  資 本 金 100,000 

長 期 未 収 入 金 28,647  資 本 剰 余 金 59,833 

会 員 権 18,898  そ の 他 資 本 剰 余 金 59,833 

繰 延 税 金 資 産 67,257  利 益 剰 余 金 158,629 

そ の 他 4,748  （ 当 期 純 利 益 ） （158,629） 

   繰 越 利 益 剰 余 金 158,629 

   純 資 産 合 計 318,462 

資産合計 2,226,186  負 債 ・ 純 資 産 合 計 2,226,186 

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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個別注記表 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１. 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの 

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）  

市場価格のない株式等 

移動平均法による原価法 

 

(2) 仕掛品 

 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）を採用しております。 

 

２. 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物 ８年～18年 
工具器具備品 ２年～10年 

 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、のれんの償却については、10年間の定額法により償却を行っております。 

また、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいて

おります。 

 

(3) リース資産 

 リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

３. 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております

。 

 

(2) 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当事業年度に負担す

べき額を計上しております。 
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４. 収益及び費用の計上基準 

 ＤＸ事業については、当社のＤＸ事業では、最新のアプリケーションをインターネットを通

じて提供するＳａａＳ（クラウドサービス）が主な収益となっており、当社提供の「Ｋｎｏｗ

ｌｅｄｇｅＳｕｉｔｅ(ナレッジスイート)」が主な製品となっております。これらのＳａａＳ

は、サービスを提供する期間を通してアクセスが可能となった時点から一定期間にわたって収

益を認識しております。ただし、受領すべき対価に重要な不確実性が存在する場合、その不確

実性が解消された時点で収益を認識しています。また、収益を認識後、概ね１ヵ月以内に支払

いを受けています。 

 ＢＰＯ事業については、当社では、マーケティング支援サービスを行っております。これら

は、検収が完了した時点で収益を認識しています。ただし、受領すべき対価に重要な不確実性

が存在する場合、その不確実性が解消された時点で収益を認識しています。また、収益を認識

後、概ね１ヵ月以内に支払いを受けています。 

 

５. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。  

 
 


